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中国刑法における罪量的要素に関する研究 
――いわゆる客観的処罰条件論を手掛かりとして―― 
 
 1 日本刑法と比較すれば、中国刑法の顕著な特徴の 1 つは、犯罪行為の社会的危害性
及びその程度が格別に重視され、大量の刑罰法規において、犯罪行為（類型）のほかに、
当該行為の社会的危害性及びその程度を徴表する数量的要素、例えば、129 条の銃器紛失
不報告罪における「重大な結果」、186 条の違法融資罪における「重大な損失」及び 264
条の窃盗罪における「比較的大きい数額」と「数回の窃盗」なども規定されていることで
ある。これらは、「罪量的要素」と称されている。通常、罪量的要素を含む犯罪において、
それを満たさない限り、当該行為の社会的危害性が刑罰に値する程度までに達していない
が故に、犯罪は成立しないと解される。この意味において、罪量的要素は刑法の謙抑性の
実定化として高く評価すべきである。一方、罪量的要素の導入によって、当該犯罪の責任
形式（故意・過失）または行為者の認識内容を如何に把握すべきかという問題が、議論の
焦点となる。 
 このように、いわゆる「罪量的要素」と主観・客観統一原則（あるいは責任主義）との
関係は、問題の所在であって、本論文の帰着点となる中核的な課題である。 
 2 この問題を解決するために、中国の刑法学者は、日本やドイツの刑法学においてそ
れに対する行為者の責任連関を要するかどうかという点が問題となる「客観的処罰条件」
の概念を参照している。この意味において、中国の罪量的要素に関する議論は、また罪量
的要素を検討素材とする客観的処罰条件論と呼ぶことができよう。 
 「客観的処罰条件」概念を中国に紹介した第一人者である張明楷教授は、論稿「『客観的
超過要素』概念の提唱（原文：『客観的超過要素』之提倡）」において、日独における客観
的処罰条件論を参照した上で、「客観的超過要素」という概念を創出し、中国刑法 129 条
銃器紛失不報告罪における「重大な結果」など客観的超過要素にあたる罪量的要素を犯罪
論体系の内部に位置づけ、しかも、たとえそれに対する予見可能性のみを要求しても、主
観・客観統一原則に反しないと主張されている。その後、「客観的超過要素」概念をめぐっ
て、賛成派と反対派との間で激しく議論がなされている。ただ、当時、ドイツや日本の刑
法学において展開されてきた従来の客観的処罰条件論は、単に「客観的超過要素」概念の
当否を論じるための論拠として援用されるにとどまっていたため、客観的処罰条件論自体
はあまり重要視されていなかった。 
しかし、2009年に中国人民大学において開催された「日中刑事法学術シンポジウム」で
の黎宏教授及び松原芳博教授の報告を契機として、中国において、客観的処罰条件論はよ
り実質的に展開されるようになっている。とくに、犯罪論体系の在り方に関する議論から
の影響を受け、客観的処罰条件とされる罪量的要素の体系的地位について、学者はみな自
ら採用している犯罪論体系に基づき多様な見解を唱えている。例えば、罪量的要素を犯罪
論体系の内部に還元するが、これに関する責任連関を不要とする立場に属するものとして、
①罪量的要素を中国の伝統的な平面的犯罪論体系における犯罪客観面の要素に解消しよう
とする犯罪客観面要素説と、②罪量的要素を従来の平面的犯罪論体系をなす 4つの要件か
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ら独立させる独立犯罪成立要件説と、③罪量的要素可罰性の要素とする可罰性要素説と、
④罪量的要素を「罪体―罪責―罪量」という犯罪論体系における第三段階とする罪量的要
素説とがある。これに対して、罪量的要素に関する責任連関を必要とする立場において、
日本の段階的犯罪論体系を採用する見解や中国の平面的犯罪論体系を採用する見解も有力
に主張されている。したがって、罪量的要素または客観的処罰条件は、むしろ各種の犯罪
論体系の合理性を検証する試金石として機能している。 
一方、中国の司法実務は、いまだ「罪量的要素」または「客観的処罰条件」という特別
の概念を認めておらず、従来それにあたるとされる諸事情に対する取扱いも一貫している。
すなわち、まず、犯罪論体系上の地位について、中国の伝統的な平面的犯罪論体系が司法
実務において支配的地位を有するため、客観的処罰条件にあたるとされる「重大な結果」、
「重大な損失」、「比較的大きい数額」ないし「数回の窃盗」などの罪量的要素は、客観的
な事実である以上、犯罪成立の客観面要件として犯罪論の内部に位置づけることには疑い
がない。次に、責任関連について、中国の司法実務は主観・客観統一原則を採用している
ため、犯罪成立の客観面要件的地位を有するものに対する認識が要請されることも当然の
帰結である。ただ、罪量的要素に関する認識は、概括的なものであればたり、必ずしも確
定的な認識を必要としない。このように、中国の刑事立法（司法解釈や関連規定を含む）
と伝統的犯罪論体系に鑑みれば、司法実務の結論自体は基本的に妥当であると思われる。 
3 周知のとおり、客観的処罰条件論は、ドイツで誕生し、その後日本に導入されてき
たものであって、およそ 150年の発展を経て、処罰制限事由説、不法要素説、危険責任説、
責任要素説、可罰性要素説、有罪確認条件説など多種多様な学説が提唱されてきた。その
中で、客観的処罰条件は実体法上の刑罰発動条件でありながら「犯罪」概念に属さない事
情であるとする処罰制限事由説は従来の通説であるのに対し、客観的処罰条件を可罰的違
法性を基礎づけるものとして犯罪概念に還元すべきであるとする不法要素説は、（1920 年
代）実質的なアプローチにより客観的処罰条件論を展開してから有力に主張されている学
説である。特に日本において、処罰制限事由説の集大成者である北野通世教授は、行為原
理と責任原理に基づき、客観的処罰条件とは、行為時において行為者に客観的予見可能性
のない事実、及び行為者に客観的に予見可能性があるが、行為者がその発生を自己の行為
の因果的展開過程において統制しえない事実であると主張しているのに対し、不法要素説
の集大成者である松原芳博教授は、客観的評価規範論を採用し、客観的処罰条件とされる
諸事情を不法の内容をなす法益の侵害・危殆化という事態無価値を基礎づけるものとして、
不法要素を位置づけ、それに対する行為者の故意が必要であると解されている。現在、客
観的処罰条件論は、両説が膠着状態にあったため沈静化している。ただ、処罰制限事由説
は、なぜ行為の可罰性を基礎づける事由を犯罪概念から除外するのかという問題を適切に
説明しえないため、それらに対する責任連関を不要とする主張に根拠を与えられない。そ
れゆえ、処罰制限事由説は、従来の循環論法や結論先取りの欠陥を徹底的に克服すること
ができない。これに対して、不法要素説は、理論的・方法論的な観点から「犯罪」概念に
一貫性を与えているので、高く評価すべきである。 
また、日本の旧破産法 374条の詐欺破産罪における「破産宣告の確定」（現行破産法 265
条の破産詐欺罪における「破産手続開始決定の確定」）に関する判例の立場について、①「破
産宣告の確定」の意義、②詐害行為と「破産宣告の確定」との関係、③詐害行為の時期、
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④「破産宣告の確定」に対する認識・予見の要否、という 4つの側面から検討すれば、判
例は、単に文言上、「破産宣告の確定」を（客観的）処罰条件と表現したにすぎず、実は、
むしろ当該要素を不法構成要件要素として犯罪概念の内部に還元し、さらに責任連関を必
要とする見解を正当化していると思われる。換言すれば、「破産宣告の確定」は、総債権者
の利益に対する危険性を具体化・現実化させる「行為状況」として、詐害行為の違法評価
と結びついているものであるがゆえに、それに対する認識・予見が必要とされることにな
り、逆にいえば、「破産宣告の確定」に対する認識・予見が必要とされることによって、そ
れと違法評価とは無関係なものではないことが検証された。 
4 罪量的要素と主観・客観統一原則との関係を解明するためには、その体系的位置づ
けを前提とする必要があることから、罪量的要素の体系的地位を検討しなければならない。
ただ、犯罪概念と犯罪論体系を同義語とする日本において採用されている理解とは異なり、
中国の通説は、犯罪の（重大な）社会的危害性、刑事的違法性、刑罰を受けるべき性質と
いった 3 つの特徴を示す犯罪概念を、犯罪成立の要件を提示する犯罪構成理論（=犯罪論
体系）と厳格に区別している。しかも、罪量的要素を社会的危害性の程度のメルクマール
とし、犯罪構成理論を刑事的違法性に対応させて理解すれば、社会的危害性と刑事的違法
性が統一関係なのかそれとも衝突関係なのかという考え方は、直接に罪量的要素の体系的
位置づけに影響を与える。したがって、罪量的要素の体系的地位という本題を検討するに
先立って、まず犯罪概念内部の整合性の問題を論じ、さらに、罪量的要素の犯罪論体系の
内部への還元を試みたい。 
 中国刑法 13条及び通説において採用されている犯罪概念は、「混合的犯罪概念」と呼ば
れ、様々な視点から犯罪の属性を把握したうえ、総合的に犯罪を定義づけ、（重大な）社会
的危害性、刑事的違法性、刑罰を受けるべき性質という 3つの犯罪の特徴を示すものであ
る。これは、直接に犯罪成立の判断に適用することができない。その意義（但書を含め）
について、次のように理解することができよう。すなわち、立法者が重大な社会的危害性
があることを理由に、ある行為を犯罪として規定するとともに、それに適する一定の刑罰
を予定した以上、関係する刑罰法規によりある行為が犯罪を成立させるかどうかを判断す
ることになり、もし当該行為が全ての犯罪成立要件に該当すれば、それを犯罪として刑罰
を科せられるべきであるが、逆に、いったんある行為が犯罪として処罰に値すると認定さ
れたら、それによって重大な社会的危害性の存在も裏付けられる。このように、中国にお
いて採用されている混合的犯罪概念において、犯罪の特徴として掲げられた（重大な）社
会的危害性、刑事的違法性及び刑罰を受けるべき性質は、衝突・対立しない統一体であっ
て、この関係を公式で表現すれば、「犯罪=社会的危害性（質+量）=刑事的違法性=刑罰を
受けるべき性質」となる。したがって、犯罪概念のレベルにおいて、客観的処罰条件とさ
れる社会的危害性（の程度）のメルクマールとしての罪量的要素を刑事的違法性の外部に
位置づける余地は存在しないと思われる。 
 このような犯罪概念から峻別された犯罪構成は、犯罪成立の具体的な判断基準である。
周知のとおり、中国の通説に採用されているのは、旧ソ連から導入された「犯罪客体―犯
罪客観面―犯罪主体―犯罪主観面」という平面的犯罪論体系である。もっとも、近年、特
に段階的犯罪論体系をはじめとする日本やドイツの刑法学の普及に従い、従来の平面的犯
罪論体系の合理性に関する反省が促進され、それ自体の欠陥及び段階的犯罪論体系との比
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較上の短所に対する批判も絶えず寄せられてきた。さらに、様々な犯罪論体系が提唱され
ている。例えば、①伝統的犯罪論体系に見られる欠陥を改良するべきであるとする改良説
と、②伝統的犯罪論体系を否定するとともに、日独のそれとも異なる独自の体系を構築す
べきであるとする再構築説と、③日独のような段階的犯罪論体系を中国に移植すべきであ
るとする移植説とがある。一方、④現在でもなお伝統的犯罪論体系を維持すべきであると
する維持説は、依然として通説的地位を保っている。 
比較研究によって、中国の平面的犯罪論と日本の段階的犯罪論体系との長短が一目瞭然
となる。すなわち、確かに、目的論的-価値論的立場に基づき構築された段階的犯罪論体系
は、理論的一貫性と内在的統一性を兼備する理想的な犯罪論体系であるのに対し、平面的
犯罪論体系は、分析性の欠如する要素羅列の体系にすぎない。したがって、無罪を説明す
る際、平面的犯罪論体系は、当該行為は刑罰法規に掲げられた全ての構成要件を満たさな
いため、犯罪を成立しないことしか示し得ず、段階的犯罪論体系のように、当該行為は構
成要件に該当するものの、違法性が阻却されたため犯罪を成立しないこと、または、当該
行為は構成要件該当ないし違法性を有するものの、責任が阻却されたため犯罪が成立しな
いことを明確に説明できない。しかし、関心の置き方や歴史的経緯などを踏まえ、刑法学
における犯罪論体系には、唯一の「正しい体系」が存在するわけではない。とくに、犯罪
論体系に担われた刑罰権の恣意的発動の防止及び人権保障の使命を考えれば、中国の現行
体制の下に、より厳格に裁判官の裁量権を制限する平面的犯罪論体系のほうが、それらの
使命の実現に適するといわなければならない。そこで、現在、段階的犯罪論体系における
優れた理論をもって中国の平面的犯罪論体系を補充・改良することは、より現実的で望ま
しい道であると思われる。 
平面的犯罪論体系の問題性を念頭に置き、段階的犯罪論体系を参照とすれば、平面的犯
罪論体系を次のように改良すべきであると思われる。すなわち、①目的論的-認定論的立場
から、現行の平面的犯罪論体系における 4つの要件の順序を「犯罪客観面―犯罪客体―犯
罪主体―犯罪主観面」と調整する必要がある。②犯罪客観面は、処罰対象である犯罪行為
の「型」であって、罪刑法定主義保障機能、犯罪個別化機能、客観的社会的危害性推定機
能及び故意規制機能を果し、これについて、積極的・事実的判断が必要である。③犯罪客
体は刑法によって保護される法益であり、それを侵害する行為に対して、客観的な社会的
危害性を有するという価値的評価を下すべきである。これは、刑法によって当該行為を禁
することの実質的根拠である。原則的には、行為が犯罪客観面の要件に該当すれば、直ち
にそれが犯罪客体の要件を満たすと推論できるが、例外な場合、実質的観点から、部分的
に犯罪客観面の要件に該当する行為が犯罪客体を侵害したかどうか（即ち法益侵害性の有
無）を考察する必要がある。④犯罪主体とは、犯罪行為につき刑事責任に問われる者を指
すが、ここにおいて、行為者の刑事責任能力が主要な問題とされている。犯罪主体は犯罪
構成の客観的要素と主観的要素との「架橋」とし、独自の体系的地位を与えるべきである。
⑤犯罪主観面とは、行為者が実行した危害行為及びその結果対する心理状態であり、その
実質は、「反規範的な心情」である。これは、行為者に対する非難を基礎づけるものである。
そして、通常「罪過」と呼ばれる故意・過失は、責任要素であると同時に、故意犯と過失
犯を区別する基準であるという意味で、犯罪の類型化にも重要な役割を果しているのであ
る。⑥「処罰の間隙」を解消するため、犯罪を、犯罪客観面と犯罪客体を満たす客観的意
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義における犯罪とすべての犯罪構成要件を満たす全体的意義における犯罪とのように多義
的に把握すべきである。 
罪量的要素は極めて繁雑な範疇である。したがって、犯罪概念のレベルにおいて社会的
違法性と刑事的違法性を表裏一体の関係に立たせることを通じて、罪量的要素を犯罪概念
の内部に位置付け、したがって平面的犯罪論体系の内部に還元することにとどまってはま
だ不十分であって、さらにそれらを細分類し、各種類の罪量的要素をいずれかの構成要件
に属すべきかについて具体的に検討する必要がある。 
一般的には、罪量的要素を数額、結果、情状（客観的情状と主観的情状）とに大別する
ことができる。数額・結果・客観的情状について、まず、性質的にみれば、三者は客観的
なものであることに異論がない。次に、機能的にみれば、これらの罪量的要素が存在しな
ければ、関連する犯罪が成立しないという意味で、これらは単なる刑罰権発動の外部的条
件でなく、犯罪の成立を基礎づける事実であると解すべきである。さらに、作用のメカニ
ズム的にみれば、関連する犯罪において、犯罪行為のみでは、まだそれが処罰対象たりえ
ず、これらの罪量的要素の実現によって、当該行為の社会的危害性が刑罰に値する程度ま
で高められることになる。したがって、これらを犯罪客観面に還元すべきである。他方、
主観的情状は、行為者の主観的悪性・危険性を徴表するものであり、すなわち、故意また
は過失によって基礎づけられた責任を可罰的程度まで高めるものなので、それを犯罪主観
面に還元すべきである。 
5 責任主義との関係は、従来の客観的処罰条件論の中心となる課題である。もっとも、
厳密に言えば、旧ソ連の刑法学をモデルとして構築されてきた中国の伝統的刑法学におい
て、責任主義は登場しておらず、その代わりに、主観・客観統一原則が中国刑法の基本原
則の 1つとして、一般的に認められている。したがって、中国において、客観的処罰条件
とされる罪量的要素と主観・客観統一原則との関係が、問題となる。 
この点について、多くの学者は、主観・客観統一原則によって、犯罪の客観面の要素と
主観面の認識内容との間に厳密な対応関係の存在まで要求されていないがゆえに、たとえ
行為者に客観的処罰条件にあたる罪量的要素の認識を要請しなくても、主観・客観統一原
則に違反しないと主張されている。したがって、この見解は妥当であるかどうかという問
題意識を念頭に置き、主観・客観統一原則の現代的意義、具体的に言えば、①「客観」・「主
観」の意義及び②「統一」の意義を明確にすることが必要である。 
具体的に言えば、特に改良された平面的犯罪論体系を前提とすれば、主観・客観統一原
則の現代的意義を多元的・広義的に理解すべきである。すなわち、まず、主観・客観統一
原則について、犯罪構成の意義において把握すると同時に、犯罪概念の意義において、そ
れを客観的社会的危害性と主観的悪性との統一として把握しなければならない。次に、主
観・客観統一原則には、責任主義という原則が含まれているが、行為主義ないし法益保護
主義もその内実をなすことを看過してはならない。これにより、次のような帰結が得られ
よう。 
第 1に、従来の通説のように、犯罪構成の意義において把握された主観・客観統一原則
は、犯罪の成立には、客観的構成要件と主観的構成要件が共存し、しかも、両者の間に「後
者は前者を支配し、前者は後者を外部に反映する」という関係が存在しなければならない
と要請する。したがって、ここにいう「客観」・「主観」は、判断対象の客観性・主観性を
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指す。特に、犯罪行為の重大な社会的危害性（即ち可罰的違法性）を基礎づける事実であ
れば、全て犯罪客観面の範疇に属すべきである。他方、「統一」は、客観的構成要件と主観
的構成要件との心理的連関に基づく共存性を意味する。このような理解は、主観・客観統
一原則の基本となるものである。 
第 2 に、判断対象のほか、「客観」・「主観」は、また判断基準の客観性・主観性を意味
する。それは、犯罪の最も本質的な属性とみなされる社会的危害性にせよ、行為主義に関
連する実質的違法性及び責任主義に要請される有責性にせよ、いずれも行為又は行為者に
対する無価値的評価であり、その際、それぞれに適する判断基準は不可欠なものとなるか
らである。そこで、原則として、客観的な社会的危害性の判断において、客観的な判断基
準、即ち行為者を類型化して得られた「類型人」基準を採用すべきであるのに対し、行為
者の主観的悪性の判断において、主観的基準（即ち行為者基準）を採用すべきである。 
第 3に、心理的関連性に基づく共存性のほか、「統一」は、また犯罪客観面の要素と犯
罪主観面の認識内容が一致することを要求する。これは、以下の 2点から導かれ出された
帰結である。すなわち、①罪刑法定主義からみれば、日本の段階的犯罪論体系における客
観的構成要件に相当する、改良された平面的犯罪論体系中における第一要件である犯罪客
観面は、故意規制機能を徹底しなければならない。②解釈論において、行為者が犯罪を構
成するための全ての客観的事実を認識してはじめて、14条 1項によって要請される「自己
の行為が社会に危害を及ぼす結果を生じさせること」の明知を肯定しうる。 
最後に、以上の帰結を踏まえ、銃器紛失不報告罪における「重大な結果」及び窃盗罪に
おける「比較的大きい数額」を取り上げて検討すれば、次のとおりである。 
まず、罪刑法定主義によれば、銃器紛失不報告罪における「重大な結果」をその他の危
害結果と同様に構成要件的結果とみなし、それと義務不履行の実行行為との因果関係を認
めなければならない。その上で、主観・客観統一原則、特に犯罪客観面要件の故意規制機
能を徹底するために、「重大な結果」を行為者の故意の認識内容に属し、他の犯罪客観面の
諸要素と共に故意規制機能を果たさせるべきである。したがって、行為者が重大な結果の
発生について認識しなかった場合、本罪は成立しない。換言すれば、銃器紛失不報告罪は
間接的故意犯である。つまり、本犯罪の主観面の内容は、行為者は、自己の銃器紛失不報
告行為が重大な結果を生じさせる可能性を明知しながら、その発生を放任したという心理
状態に求められる。 
そして、主観・客観統一原則によれば、窃盗罪において、「比較的大きい数額」自体は、
窃盗行為が刑法の評価対象となり、さらに可罰的社会的危害性を有することに基礎づけら
れる事実であるが、それに対する心理状態は、行為者の可罰的主観的悪性の徴表である。
それゆえ、「比較的大きい数額」は本犯罪の故意の認識内容に属すべきである。また、その
認識は概括的な意味の認識で足り、具体的な数値まで正確に認識する必要はない。 
 
